
明けましておめでとうご

ざいます。

昨年は腹の立つことばか

りでした。戦争法、自衛隊

の南スーダン派遣、ＴＰＰ、

カジノ法、辺野古新基地、

オスプレイ、年金、原発…

あらゆる分野で民意無視の

暴走・狂走政治を繰り広げ

る安倍自公内閣に対してで

す。

しかし、一方ではよいこ

ともありました。「アベ政

治を許さない」のたたかい

の中で学生や若いママさん、

学者など広範な人達がつく

り上げた市民連合とそれに

後押しされた野党共闘でし

た。その成果は参議院選挙

でも、新潟県知事選でも現

れました。市民と野党が力

を合わせれば政治は変えら

れることが実証され、私た

ちのたたかいに希望を与え

ました。

今年は憲法施行から70年

を迎えます。安倍政権は改

憲勢力が国会で2/3以上占

めたことで、憲法改正の策

動を一層強めることが予想

されます。暗黒時代の再来

はごめんです。

土浦平和の会は、市民連

合、野党共闘のさらなる発

展、改憲許すな、戦争法廃

止、辺野古新基地反対、立

憲主義回復など平和と民主

主義を守る諸課題に今年も

力いっぱい取り組みます。

また、国際面では３月に

は核兵器禁止条約締結交渉

の初の国際会議が国連で開

かれます。「ヒバクシャ国

際署名」など国内外の反核

平和運動と連帯し核兵器も

戦争もない平和で平等な世

界の構築に向けて頑張りま

す。 （事務局長近藤）
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表題は、昨年末(12/28)、軍学共同反対

連絡会(共同代表：池内了氏らhttp://no-m

ilitary-research.jp/)が発表した声明か

らお借りしました。これは、安倍内閣が20

17年度予算案を年末(12/22)に閣議決定し、

防衛費が大幅に増強(5.1兆円)され、とり

わけ、「安全保障技術研究推進制度」の予

算が、今年度の6億円から110億円と18倍強

に増額されたことに対しての抗議声明となっ

ています。私は、つくば地域の研究所関連

の平和の会や憲法9条の会などで活動して

いますが、現在、この軍学共同に

反対する運動が最重要課題となっ

ています。軍事研究に、つくば

の研究所・大学も巻き込まれる事態

が進んでいるからです。

安倍政権が「武器輸出3原則」に代

わる新たな原則「防衛装備移転3原則」

に基づいて「防衛生産・技術基盤戦

略」(2014年決定)を推し進め、軍需

産業応援のための国際共同研究推進という

方針を打ち出し、この戦略で大学や研究機

関・企業への防衛省独自の競争的資金提供

制度(前掲の「安全保障技術研究推進制度」)

が創設されたわけです。無人航空機やロボッ

ト、ステルス・化学兵器関連の技術向上な

どにおいて大学・研究機関との共同研究を

本格化させるための体制を整えたことにな

ります。2015年度は3億円で10件が実施さ

れました。研究テーマは一見軍事技術とは

思えない民生技術の発展に資するような基

礎研究分野となっていて、いわゆるデュア

ルユースが強調されました。2016年度は継

続分を含め6億円と倍増され、つくばの物

質・材料研究機構を始め、東工大など９件

が新たに参画し、そして来年度110億円と

いう大幅増強です。この間、安倍首相が日

本の軍事技術や製品を海外に売り込み、そ

うまでして軍事技術をもうけに使おうとし

ている、そして、行き着く先は軍産学複合

体へという流れの実態が明らかになってい

ます。これらは、安倍政権の「戦争のでき

る国造り」の一環であることを改めて認識

させられます。

日本の科学者を代表する日本学術会議は、

1950年に「戦争を目的とする科学の研究に

は絶対に従わない決意の表明」を発表し、

67年に再度「軍事目的のための科学研究は

行わない声明」を発表して

います。80年代後半には非

核平和宣言の運動が各大学

や研究機関で広がり、つく

ばでも多くの研究機関(18

機関)が平和宣言を採択し

ました。私が勤務する産総

研の前身である電総研や地質調査所でも平

和研究所宣言で、「軍事に利用・活用する

ことを目的とする研究は行わず、研究を通

じ恒久平和に寄与することを誓う」などが

採択されました。この間、産総研では、こ

の平和宣言が一定の歯止めの役割を果たし

て、軍事研究の持ち込みをなんとか防いで

います。しかし、現日本学術会議会長の

「防衛のための研究なら可能」という発言

や、安倍政権の「戦争のできる国造り」の

一連の強力な流れで危機感が強くなってい

ます。いま私たちは何をすべきか、研究者、

市民、そして皆さんととともに考えていき

たいと思います。 （二瓶光弥）

リレー随想

軍事研究費急拡大!

軍事国家への道を

ひた走る安倍政権

に反撃を!!

引き続き 「ヒバクシャ国際署名」にご協力をお願いします。目標10筆/人

（今回のニュースに新たに署名用紙を同封しています。）


